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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第147期

第３四半期連結
累計期間

第148期
第３四半期連結

累計期間
第147期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 31,586,755 32,106,771 42,461,123

経常利益 （千円） 1,376,669 1,420,966 1,874,537

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 927,571 1,083,633 1,271,879

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,003,597 1,063,791 1,345,790

純資産額 （千円） 15,371,839 16,402,967 15,714,032

総資産額 （千円） 23,360,912 24,020,722 23,697,904

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 184.73 215.82 253.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.8 68.3 66.3

 

回次
第147期

第３四半期連結
会計期間

第148期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 65.15 99.46

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より連結の範囲を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連

結財務諸表　注記事項（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は240億20百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億22百万円の増加

となりました。

　資産の部では、流動資産が197億73百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億98百万円の増加となりました。

これは主にたな卸資産の増加５億３百万円によるものです。

　固定資産は42億47百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億75百万円の減少となりました。これは主に建物の

増加２億80百万円と土地の増加１億25百万円、並びに投資その他の資産の中のその他に含まれている子会社株式の減少

３億45百万円と投資その他の資産の中のその他に含まれている子会社長期貸付金の減少１億５百万円、及び有形固定資

産の中のその他（純額）に含まれている建設仮勘定の減少１億１百万円によるものです。

　負債の部では、流動負債が62億84百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億４百万円の減少となりました。こ

れは主に未払法人税等の減少２億９百万円によるものです。

　固定負債は13億33百万円となり、前連結会計年度末と比較して62百万円の減少となりました。

　純資産合計は164億２百万円となり、前連結会計年度末と比較して６億88百万円の増加となりました。以上の結果、

自己資本比率は68.3％となりました。

 

②経営成績

　当社グループ（当社及び連結子会社）の当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高321億６百万円（前年同期

比1.6％増加）、営業利益14億16百万円（同5.1％増加）、経常利益14億20百万円（同3.2％増加）、親会社株主に帰属

する四半期純利益10億83百万円（同16.8％増加）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（国内営業本部）

　国内営業本部は、従来からの自動車の機能部品・消耗部品の販売を徹底するとともに、環境に適した新規商材の開

発・販売に努めてきました。その結果、売上高は185億30百万円となり、前年同期比4.2％の増収となりました。

 

（海外営業本部）

　海外営業本部は、欧州・ロシアとアジアの販売が順調に推移しましたが、前期の特需の減少と、北米・中南米におけ

る販売の減少の結果、売上高は95億６百万円となり、前年同期比7.3％の減収となりました。

 

（工機営業本部）

　工機営業本部は、世界的な建設・産業・農業機械の需要増加、特に米国・中国・新興国を中心とした建設機械の需要

増加を背景に、大手建産農業車両メーカーの好調な生産に支えられ、販売はおおむね好調に推移した結果、売上高は40

億69百万円となり、前年同期比14.8％の増収となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　記載すべき事項はありません。
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（5）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

（6）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

（7）主要な設備

　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の

著しい変動はありません。なお、前連結会計年度末において建設中であった提出会社の名古屋営業所は、完了予定通り

平成30年9月に竣工し、平成30年10月9日より移転・営業開始しております。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,226,900 5,226,900
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 5,226,900 5,226,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千
円）

資本準備金
残高（千円)

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 5,226,900 － 898,591 － 961,044

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 　205,700 － －

　完全議決権株式（その他）  普通株式 5,015,800 50,158 －

　単元未満株式  普通株式　　 5,400 － －

　発行済株式総数 5,226,900 － －

　総株式の議決権 － 50,158 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

　ＳＰＫ株式会社
大阪市福島区福島　　　

５丁目５番４号
205,700 － 205,700 3.94

計 － 205,700 － 205,700 3.94

（注）　当第３四半期末現在（平成30年12月31日）の自己株式数・・・205,799株

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,212,604 4,226,014

受取手形及び売掛金 ※２ 8,481,652 ※２ 8,401,489

電子記録債権 ※２ 1,297,705 ※２ 1,536,582

たな卸資産 4,362,898 4,866,195

関係会社短期貸付金 2,156 2,119

未収入金 573,107 398,170

その他 357,709 366,059

貸倒引当金 △13,030 △23,398

流動資産合計 19,274,804 19,773,232

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 560,568 873,123

機械装置及び運搬具（純額） 79,446 73,501

土地 1,769,147 1,894,329

リース資産（純額） 32,928 32,969

その他（純額） 152,968 48,684

有形固定資産合計 2,595,059 2,922,608

無形固定資産   

ソフトウエア 16,857 21,761

リース資産 165,846 150,023

その他 39,929 31,575

無形固定資産合計 222,633 203,361

投資その他の資産   

投資有価証券 434,689 410,471

繰延税金資産 205,986 159,602

その他 974,625 561,576

貸倒引当金 △9,893 △10,129

投資その他の資産合計 1,605,407 1,121,520

固定資産合計 4,423,100 4,247,489

資産合計 23,697,904 24,020,722
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 4,124,469 ※２ 4,280,493

短期借入金 574,430 619,099

1年内返済予定の長期借入金 369,738 385,428

未払法人税等 348,756 138,859

賞与引当金 226,620 109,398

その他 944,474 751,188

流動負債合計 6,588,489 6,284,468

固定負債   

長期借入金 754,698 648,867

退職給付に係る負債 387,245 433,602

長期預り保証金 74,277 78,165

長期未払金 21,467 32,157

その他 157,694 140,493

固定負債合計 1,395,382 1,333,286

負債合計 7,983,872 7,617,754

純資産の部   

株主資本   

資本金 898,591 898,591

資本剰余金 961,044 961,044

利益剰余金 14,087,763 14,799,012

自己株式 △435,339 △435,362

株主資本合計 15,512,059 16,223,285

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 151,520 134,578

繰延ヘッジ損益 △1,101 3,164

為替換算調整勘定 51,552 41,938

その他の包括利益累計額合計 201,972 179,682

純資産合計 15,714,032 16,402,967

負債純資産合計 23,697,904 24,020,722
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 31,586,755 32,106,771

売上原価 26,685,259 26,851,972

売上総利益 4,901,496 5,254,798

販売費及び一般管理費 3,552,827 3,838,002

営業利益 1,348,668 1,416,796

営業外収益   

受取利息 440 452

受取配当金 4,386 4,861

仕入割引 92,631 93,345

為替差益 21,223 －

その他 19,035 38,144

営業外収益合計 137,717 136,803

営業外費用   

支払利息 3,990 4,265

売上割引 103,288 109,515

為替差損 － 6,118

その他 2,436 12,734

営業外費用合計 109,715 132,634

経常利益 1,376,669 1,420,966

特別利益   

固定資産売却益 116 177,561

特別利益合計 116 177,561

特別損失   

事務所移転費用 － 7,624

固定資産除売却損 0 －

特別損失合計 0 7,624

税金等調整前四半期純利益 1,376,786 1,590,902

法人税、住民税及び事業税 419,724 454,196

法人税等調整額 29,491 53,073

法人税等合計 449,215 507,269

四半期純利益 927,571 1,083,633

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 927,571 1,083,633

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 927,571 1,083,633

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 61,468 △16,942

繰延ヘッジ損益 △1,171 4,265

為替換算調整勘定 15,729 △7,165

その他の包括利益合計 76,026 △19,842

四半期包括利益 1,003,597 1,063,791

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,003,597 1,063,791

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　NIPPON TRANS PACIFIC CORP.及びＳＰＫビークルパーツ CORP.は、連結財務諸表に及ぼす影響の重要性が増

したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 451,946千円 286,645千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形及び電

子記録債権の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成30年12月31日）

受取手形 384,280千円 378,085千円

電子記録債権

支払手形

41,830

162,329

55,975

160,360

 

　３．保証債務

　次の関係会社について取引先からの仕入債務等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

 
 

当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

SPKヨーロッパB.V.

（仕入債務）

29,338千円

（ＥＵＲ222千)

 

 

SPKヨーロッパB.V.

（仕入債務）

24,117千円

（ＥＵＲ187千）

NIPPON TRANS PACIFIC

CORP.

11,796千円

（ＵＳＤ110千)

 

 

  

計 41,135千円  計 24,117千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 105,327千円 119,099千円

 

EDINET提出書類

ＳＰＫ株式会社(E02827)

四半期報告書

10/15



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

　　　　１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日

取締役会
普通株式 160,675 32 平成29年３月31日 平成29年５月30日 利益剰余金

平成29年10月24日

取締役会
普通株式 160,675 32 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

　　後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

　　　　１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月26日

取締役会
普通株式 165,696 33 平成30年３月31日 平成30年５月31日 利益剰余金

平成30年10月25日

取締役会
普通株式 165,696 33 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

　　後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

   （単位：千円）

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

売上高     

外部顧客への売上高 17,784,632 10,257,589 3,544,533 31,586,755

セグメント間の内部売上高

又は振替高 64,238 55,611 － 119,849

計 17,848,870 10,313,200 3,544,533 31,706,604

セグメント利益 832,845 199,431 190,548 1,222,825
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　　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

   （単位：千円）

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

売上高     

外部顧客への売上高 18,530,796 9,506,596 4,069,377 32,106,771

セグメント間の内部売上高

又は振替高 104,400 87,919 － 192,320

計 18,635,197 9,594,516 4,069,377 32,299,091

セグメント利益 809,676 150,827 259,166 1,219,670

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額

　　及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

　報告セグメント計

　一般管理費の調整額（１）

　全社営業外収益（２）

 営業外費用の調整額（３）

1,222,825

20,994

104,972

27,877

1,219,670

67,168

94,189

39,937

四半期連結損益計算書の経常利益 1,376,669 1,420,966

（注）（1）、（3）は各営業本部が負担する一般管理費及び営業外費用の配賦差異であります。

　　　（2）は主に報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 184円73銭 215円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 927,571 1,083,633

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円）
927,571 1,083,633

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,021 5,021

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成30年10月25日開催の取締役会において、第148期事業年度（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）の

中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当金の総額・・・・・・・・・・・・・165,696千円

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・33円

(ハ) 支払請求の効力発生日および支払開始日・・・平成30年12月３日

　(注) 平成30年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月７日

ＳＰＫ株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　陽子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　雅史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＰＫ株式会社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＰＫ株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

　　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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